
令和７年度 理事会議案書

日時 令和７年７月１７日（木）
１７時～

場所 かめ福オンプレイス



会 議 次 第

１．開 会

２．議長選出

３．議 事

第１号議案 令和６年度の事業活動報告 及び 決算報告

第２号議案 令和７年度の事業活動計画（案） 及び 収支予算（案）

第３号議案 地区協会の支部統合（案） 及び 役員の一部変更（案）

第４号議案 支部会則の変更（案） 及び 会費規程の変更（案）

その他

４．議長解任

５．閉 会

（注）本議案書に掲載しております「個人名・企業名」につきましては、

“順不同・敬称略”とさせていただきます。



第１号議案

１．事業活動

（１）電話応対に関する研修活動

① 商工会議所主催の「新入社員等研修」に共催

と き：令和６年４月～１０月

ところ：県支部管内 ９会場

参加者：１３１事業所 ２７４ 名

②「電話応対・ビジネスマナー研修」を開催（商工会議所と共同開催）

と き：令和６年５月～９月

ところ：県支部管内 ５会場

参加者：４０事業所 ７１ 名

③「クレーム電話応対研修」の紹介

概 要：全国参加型のオンラインによるクレーム電話応対研修をホームページ等に

よりご案内
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令和６年度 事業活動報告



④「電話応対コンクール事前研修」を実施

と き：令和６年４月～８月

ところ：各参加事業所で個別に実施

参加者：１５事業所 １３７名

概 要：「電話応対コンクール」参加事業所に事務局が訪問する方式で実施。

参加者全員にきめ細かな研修を実施した。

⑤ 映像視聴による自己学習を実施（「電話応対コンクール事前研修」の追加施策）

と き：令和６年６月～１０月
ところ：職場や自宅でパソコンやスマートホンなどを利用
概 要：「事前研修」の補完教材として、少しでも研修に役立てられるよう、映像

視聴による自己学習ツールを用意。

⑥「電話応対コンクール地区大会」用録音を実施

と き：令和６年４月～８月

ところ：各参加事業所等
概 要：リトライありで実力が十分発揮できる方式で実施した。

悪かった部分を何度もやり直し、参加者の納得の行くまで繰り返したことに

より研修の深みが増した。

⑦「電話応対コンクール地区審査」を実施

結果発表：令和６年８月１９日
審査方法：あらかじめ録音した応対模様による

審査

審査員 ：池田 美和子（ボアブラン 代表）
上田 美代子（オフィス桜）
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地区ごとの入賞者数は次のとおり

⑧「電話応対コンクール山口県支部大会事前研修会」を開催

と き：令和６年９月６日
ところ：ユウベルホテル松政
参加者：県支部大会出場予定の３４名
講 師：池田 美和子（ボアブラン代表、ユーザ協会契約講師）
概 要：出場予定者が一堂に会し、講師のアドバイスを受けるとともに、応対内容に

ついてグループディスカッションを通じ、他の参加者との意見交換・共有を
図った。また、普段交流のない他事業所の社員との親睦も図った。

⑨「電話応対コンクール山口県支部大会」を開催

と き：令和６年１０月４日
ところ：ユウベルホテル松政
参加者：地区大会で選出された ５１名
概 要：競技模様をユーチューブにて配信。後日、参加者の競技模様を再度ユー

チューブ配信し、自身の応対の振り返りや電話応対技能の向上に役立てて
いただいた。

審 査：委員長 香川 純也 （テレビ山口株式会社 報道制作局 アナウンス部長）

委 員 杉下 秀幸 （宇部山陽小野田美祢地区協会会長）

委 員 安藤 万結 （山口朝日放送株式会社 アナウンサー）

委 員 野関 由味子（株式会社フェスティナ・レンテ代表取締役）

委 員 松原 淳子 （オーブ パーソナリティオフィス）

入賞者：次の表のとおり。
損害保険ジャパン株式会社 中国保険金サービス第一部
下関保険金サービス課 三好 まり子さんが山口県代表に決定した。

⑩「電話応対コンクール全国大会事前研修」を実施
と き：令和６年１０月～１１月
ところ：代表選手勤務先事業所
参加者：山口県支部代表選手 三好 まり子

自然な応対を目指して特訓を実施、レベルアップを図った。

- ３ -
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⑪「第６３回 電話応対コンクール全国大会 in 高知」 へ参加
と き：令和６年１１月１５日
ところ：高知県立県民文化ホール （高知市）
参加者：各県の代表５６名が参加 ＜山口県代表選手 三好 まり子＞

（全国から５，９１０名が予選に参加）

山口県代表の三好 まり子さんは、健闘されたが惜しくも入賞には至りませんでした。

⑫「企業電話応対レベル診断」を呼びかけたが参加事業所はなかった。
概要：事務局が予告無しに、仮のお客様となって事業所に電話をかけ、応対模様を

録音し複数の専門家による診断を行う。
診断結果は、アドバイスを付けた報告書にまとめ、応対模様を録音したＣＤと
共に責任者へ送付する。

本部主催の「企業電話応対コンテスト」へは、県内から４事業所が参加

⑬「電話応対技能検定」（もしもし検定）を実施
概要：電話応対等のビジネスシーンにおけるお客様応対のエキスパートとして即戦力

となり得る人材育成を目指し、ユーザ協会が設立した『もしもし検定』を実施。

４級 ９回実施 受験者 ８８名 合格者 ４０名
３級 ２回実施 受験者 ６名 合格者 ６名
２級 ２回実施 受験者 ５名 合格者 ３名
１級 １回実施 受験者 １名 合格者 １名

令和６年度末、山口県支部で受験した各級の資格保持者は次のとおり

４級 － ５１６名
３級 － ２２１名
２級 － ２７名
１級 － ６名

指導者級保持者 － １２名

全国大会で熱演する 損害保険ジャパン株式会社 三好 まり子さん

第１号議案



⑭「電話応対出前研修」を実施
概要：事務局が事業所に訪問する方式で実施。電話応対に特化した研修を行う。

実際の応対を録音し、録音した自身の応対を聴き、普段の電話応対を振り返り
ながら研修する。

１１事業所 延べ１５回 ７５名が参加

（２）ＩＣＴ活用推進に関する活動
①「ＩＣＴセミナー」の開催

概要：企業の経営者や実務担当の皆様向けに「DX」「ＡＩ」 「セキュリティ」
「テレワーク」「リテラシー」等のセミナーを開催。

○ 総会時にミニセミナーを開催
演 題 ： 「最新のICT動向とY-BASEでの取り組み」

８回開催（１０７事業所 １０７名が参加）

○ オンラインセミナーを開催
＜中国５支部合同開催セミナー＞

＜本部・他支部主催オンラインセミナー（相乗り）＞
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②「標的型攻撃メール予防訓練サービス」の実施
概要：１会員様１０メールアドレスを対象に無料で予防訓練を体験。

４事業所が体験実施

③「ｅラーニングサービス」の実施
概要：１事業所２０名様まで無料で研修を体験。インターネットに接続された

パソコンやスマートホンで、いつでも・どこでも学習することが可能。

７事業所が体験学習実施

（３）その他の活動

○エコキャップ回収活動

２７会員に協力いただき実施。 ３,４６４ｋｇを回収。

２．諸会議

（１）令和６年度総会

と き：令和６年５月～７月

ところ：支部内９地区協会で実施（長門地区協会は書面決議）

議 案：第１号議案 役員の一部変更（案）

第２号議案 令和５年度 事業活動報告 及び 決算報告

第３号議案 令和６年度 事業活動計画（案）及び収支予算（案）

第４号議案 表彰について（案）

その他

主な講師の方々
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（２）令和６年度山口県支部理事会

と き：令和６年７月２２日

ところ：かめ福オンプレイス（山口市）

議 案：第１号議案 役員の一部変更（案）

第２号議案 令和５年度 事業活動報告 及び 決算報告

第３号議案 令和６年度事業活動計画（案）及び収支予算（案）

第４号議案 今後の地区協会の在り方・運営方法の検討について（案）

その他

３．組 織（会員数）

純増減
令和６年度末

会員数
令和５年度末

会員数
協会名

▲１０４２６４３６山口県支部

- ８ -
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第２号議案

１．事業活動

（１）電話応対に関する研修活動

① 商工会議所主催の「新入社員等研修」に共催

と き：令和７年４月～

ところ：県支部管内 ９会場（９会議所）

参加者：１１６事業所 ２５５名（４～５月実施分）

概 要：山口県支部管内の商工会議所主催研修等に共催

②「電話応対・ビジネスマナー研修」を実施中

と き：令和７年５月～

ところ：山口県支部内 ４会場（防府・宇部・山口・下関）

参加者：１４事業所 ３３名（５月・７月実施分）

概 要：電話の応対に特化した研修を実施

自分で考えること、ロールプレイングをメインとした研修を行う。
録音した自分の応対模様を聞いて、しゃべり方のくせ、スピードなどの
問題点を把握して改善する研修とする。
研修の最後にもしもし検定４級を受験し、その時点でのマナー等理解度を
確認する試みも盛り込む。
各地区の商工会議所と共同開催。

③「電話応対コンクール事前研修」を実施中

と き：令和７年４月～７月末
ところ：参加各事業所で個別実施

概 要：事業所に事務局（講師）が訪問する方式で実施。

参加者全員を対象に研修を実施。

④ 映像視聴による自己学習を実施中（「電話応対コンクール事前研修」の追加施策）
と き：６月２日～１０月２日
ところ：職場や自宅でパソコンやスマートホンなどを利用
概 要：「事前研修」の補完教材として、少しでも研修に役立てられるよう、映像

視聴による自己学習ツールを用意。

⑤「電話応対コンクール地区大会」用録音を実施中
と き：令和７年４月～７月下旬
ところ：各参加事業所等
概 要：事業所訪問方式で実施中。
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⑥「電話応対コンクール地区審査」を実施（予定）

結果発表：令和７年８月１８日
審 査：公平を期すため、２名で実施。 （調整中）
入賞者：地区協会毎に１名の最優秀賞を選出、併せて県支部内の上位５０名程度を

入賞者とし、県支部大会への出場権を付与。
希望があれば、競技模様を録音したＣＤをフィードバックする。

⑦「電話応対コンクール県支部大会事前研修会」を開催（予定）

と き：令和７年９月５日
ところ：ユウベルホテル松政（山口市）
講 師：調整中
対象者：県支部大会への出場資格を持つ選手 ５０名程度
概 要：講師からのアドバイスによりスキルアップを図るとともに、グループディス

カッションを通じ、他の選手の応対や表現力についても学ぶことを目的と
する。県支部大会と同じ会場で実施することにより、より本番に近い雰囲気
を体感し、研修の効果を高める。

⑧「電話応対コンクール山口県支部大会」を開催 （予定）

と き：令和７年１０月３日
ところ：ユウベルホテル松政（山口市）
参加者：地区大会での入賞者 ５０名程度

概 要：県支部大会での優勝者１名が山口県代表として、全国大会へ出場。競技模様

等のユーチューブ配信を予定。

⑨「全国大会出場者の事前研修」を実施（予定）

と き：全国大会出場者決定後、複数回を予定
ところ：全国大会出場者勤務先事業所

⑩「電話応対コンクール全国大会」へ参加 （予定）

と き：令和７年１１月１４日
ところ：仙台サンプラザホール（仙台市）
参加者：山口県代表１名（県支部大会優勝者）を含む全国５６名で競技。
概 要：全国大会の模様は、ユーザ協会のホームページからインターネットのライブ

中継で配信され、リアルタイムで大会の模様を閲覧できる。
山口県代表者の指名で１名の付き添いを選定。山口県支部大会の入賞者２名
を研修生として派遣し、全国大会を聴講・応援する。

⑪「企業電話応対レベル診断」を実施中
と き：令和７年４月から随時受付中
概 要：電話応対教育・企業のＣＳ（顧客満足）向上を目的に広く診断希望者を

募集する。
現時点 申込なし

本部主催の「企業電話応対コンテスト」も令和７年５月から受付中

- １３ -
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⑫「電話応対技能検定」（ もしもし検定 ）を実施中

概 要：広く受験者を募り、認知度向上、資格者の増員、さらに上のレベルの
資格取得を目指すこととする。

４級 ２回実施 受験者 ２０名 合格者 １０名（４～５月実施分）

⑬「電話応対出前研修」を実施中

と き：令和７年４月から随時受付中
概 要：事務局（講師）が事業所に訪問する方式で実施。電話応対に特化した

研修を行う。
実際の応対を録音し、録音した自身の応対を聴き、普段の電話応対を
振り返りながら研修する。
好評実施中 ４月 ５事業所 延べ６回 ３０名が参加

７月以降 １事業所 延べ３回予約受付済み

（２）ＩＣＴ活用推進に関する活動
①「ＩＣＴセミナー」を開催中

企業の経営者や実務担当の皆様向けに「ＤＸ」「ＡＩ」「セキュリティ」
「テレワーク」「リテラシー」等のメニューを取り揃え、開催いたします。

総会時ＩＣＴミニセミナー：９回開催 ９２名が参加
（５・６月実施分）

オンラインセミナー・講座：３回開催（１５事業所 １８名が参加）
（４～６月実施分）

②「標的型攻撃メール予防訓練サービス」を実施中
１会員様１０メールアドレスを対象に無料で予防訓練を体験いただけます。
訓練実施後に、訓練結果のご報告に加え、教育コンテンツ（ｗｅｂ学習）を
参加者全員に提供いたします。

２事業所が体験実施（４～６月実績）

③「ｅラーニングサービス」を実施中
１事業所２０名様まで無料で研修を体験いただけます。「研修を計画できない」
「講習に参加する時間がない」という方でも、インターネットに接続されたパソ
コンやスマートホンで、いつでも・どこでも学習することができます。

３事業所が体験実施（４～６月実績）
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（３）その他の活動

○エコキャップ回収活動
引き続き協力を呼びかけながら、継続実施することとする。

２．諸会議

（１）令和７年度総会

と き：令和７年５月～６月
ところ：支部内９地区協会で実施
議 案：第１号議案 令和６年度の事業活動報告 及び 決算報告

第２号議案 地区協会の支部統合について（案）
第３号議案 表彰について（案）

その他

（２）令和７年度山口県支部理事会
と き：令和７年７月１７日
ところ：かめ福オンプレイス（山口市）
議 案：第１号議案 令和６年度 事業活動報告 及び 決算報告

第２号議案 令和７年度事業活動計画（案）及び収支予算（案）

第３号議案 地区協会の支部統合（案） 及び 役員の一部変更（案）
第４号議案 支部会則の変更（案） 及び 会費規程の変更（案）
その他

３．組織強化（会員数増）

「１つでも行事に参加していただけるとお得になります」

のお得感と、入会を促す魅力あるメニューを考え、周知の徹底を図ることにより、

退会防止及び新規会員獲得に努める。

第２号議案
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➝

全国の情勢

山口県の現状

➝

➝

第３号議案

地区協会の支部統合について（案）

１．協会の現状と今後の方向性

- １８ -



２．支部統合の具体案

■ 組織

１支部・９地区協会 １支部

○ 支部名称を「山口県支部」から「山口支部」へ改称する
○ 大竹地区については、行政区画にならい広島支部へ移行する

大竹市所在の会員様は、広島支部の会員とする

≪ 現 状 ≫

山口県支部

山口地区協会

防府地区協会

萩地区協会

長門地区協会

下関地区協会

宇部山陽小野田美祢地区協会

周南地区協会

岩国大竹地区協会

柳井大島地区協会

≪ 統合後 ≫

山口支部

事業活動は旧９地区協会(エリア)
単位の実施とする

■ 役員

≪ 現 状 ≫ ≪ 統合後 ≫

【 支 部 】

・支部長 １

・副支部長 ３

・理事 ５

・理事 ４

・監事 ２

・顧問 ２

・支部長 １（山口エリア）

・副支部長 ８

防府エリア

萩エリア

長門エリア

下関エリア

宇部山陽小野田美祢エリア

周南エリア

岩国エリア

柳井大島エリア

・理事 ３

・監事 ２

・顧問 ２

各地区
会長

事
業
活
動
エ
リ
ア
の
責
任
者

支部 ： 役員 １７名 支部 ： 役員 １６名

※ 大竹地区の役員 １名減- １９ -

第３号議案
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≪ 現 状 ≫ ≪ 統合後 ≫

【 地区協会 】

・会長 １

・副会長 若干名

・理事 若干名

・監事 若干名

・顧問 １

（支部 副支部長へ）

・幹事 若干名

※ 旧９地区協会(エリア)単位毎

○ 支部統合に伴い、各地区役員を解任する。
○ 支部統合後も「幹事」として旧９地区協会(エリア)単位に実施する

事業活動等への助言・アドバイスをお願いしたい。

(注) 役員数は旧地区協会毎に異なる

■ 理事会・総会等の今後のあり方 (案)

○ 支部 ： 議決機関として「理事会」を開催する。

活動報告・計画については、支部ホームページにて公開・周知する。

○ 各地区 ： 地区協会の支部統合に伴い、議決機関としての「理事会」「総会」は

廃止する。

「会員親睦」等の事業については、効率的かつ旧地区を跨いだ広範囲での

交流機会の創出を目指す観点から、以下のとおり実施する。

＜会員親睦会＞

・開催単位 ： 旧９地区協会(エリア)を３ブロックに集約し、

ブロック単位で実施

① 中部（山口、防府、萩、長門エリア）

② 西部（下関、宇部山陽小野田美祢エリア）

③ 東部（周南、岩国、柳井大島エリア）

・開催周期 ： 毎年３ブロック実施

各ブロックでの開催地は、持ち回りとする

※ 会員親睦事業の具体的内容については検討中

西部

中部

東部

第３号議案
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■ 会計単位

≪ 現 状 ≫

１支部・９地区協会

≪ 統合後 ≫

山口支部

１支部

９
地
区
協
会

※ 各地区の事業収支は、令和５年度
から支部へ一元化済

山口県支部

山口地区協会

柳井大島地区協会

…
…

支
部
一
元
化

○ 会計単位を支部に一元化する。
○ 現在保有している６金融機関12口座については、使用状況に応じ

集約・解約する。

■ 支部統合時期

2025(令和7)年度の地区協会総会、支部理事会の議決を経て、2025年10月１日
から新体制へ移行する。

■ 各地区協会会則は廃止する。

第３号議案
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第１章 総 則

（名称）
第１条 本支部は、公益財団法人日本電信電話ユーザ

協会 山口県支部（以下「支部」という。）と
称する。

（事務所）
第２条 本支部は、事務所を山口市熊野町4-5に置く。

（事業区域）
第３条 本支部は、山口県内及び広島県大竹市を事業

区域とする。

（地区協会）
第４条 会員組織として、別表に定める地区協会を設

置する。
２ 地区協会の統合、廃止及び名称は、地区協会

総会の議決を得たうえ、支部理事会の議決で定
める。

３ 地区協会の新設は、支部理事会の議決で定め
る。

（目的）
第５条 本支部は、定款に基づき、情報通信技術・

サービスを利用したコミュニケーション文化の
振興を図るとともに、情報通信技術・サービス
の利用者の利便増進に寄与し、地域社会の発展
に貢献することを目的とする。

（事業）
第６条 本支部は、前条の目的を達成するため、定款

に基づき次の事業を行う。
(1) テレコミュニケーション能力の向上を図る事業
(2) 情報通信技術・サービスの活用を推進する事業
(3) その他この法人の目的を達成するために必要な

事業

第１章 総 則

（名称）
第１条 本支部は、公益財団法人日本電信電話ユーザ

協会 山口支部（以下「支部」という。）と
称する。

（事務所）
第２条 本支部は、事務所を山口市熊野町4-5に置く。

（事業区域）
第３条 本支部は、山口県内を事業区域とする。

（目的）
第４条 本支部は、定款に基づき、情報通信技術・

サービスを利用したコミュニケーション文化の
振興を図るとともに、情報通信技術・サービス
の利用者の利便増進に寄与し、地域社会の発展
に貢献することを目的とする。

（事業）
第５条 本支部は、前条の目的を達成するため、定款

に基づき次の事業を行う。
(1) ビジネスコミュニケーション事業
(2) ＩＣＴ活用推進事業
(3) その他この法人の目的を達成するために必要な

事業

（ 削 除 ）

第４号議案
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支部会則の変更（案）

地区協会の支部統合に伴い、以下のとおり会則を変更する。

（１）支部名称を「山口県支部」から「山口支部」へ変更する。

（２）事業区域を「山口県内及び広島県大竹市」から「山口県内」へ変更する。

（３）地区協会の条項、条文並びに別表を削除する。

（４）事業名称を変更する。

（５）会員の条項を追加する。

この会則変更は、2025(令和7)年10月1日からとする。

支 部 会 則 （ 変 更 前 ） 支 部 会 則 （ 変 更 後 ）



第２章 支 部 の 運 営

（支部の運営方針）
第７条 本支部は、目的及び事業の範囲において、

理事会が定める経営の基本方針に基づき、地域
に即した事業活動を行う。

２ 本支部は、地区協会を統括し、その運営につい
て指導、援助を行う。援助には資金援助を含むも
のとする。

（役職と選任）
第８条 本支部に、次の役職を置く。

(1) 支部理事 若干名
(2) 支部監事 若干名

２ 支部理事のうち１人を支部長、若干名を副支部
長とする。

３ 支部理事及び支部監事（以下「支部理事等」と
いう。）は、支部理事会において選任する。

（支部長及び副支部長の選任）
第９条 支部長及び副支部長は、支部理事会において

選任する。

（支部理事等の職務）
第10条 支部長は、支部理事を代表し、支部の事業

活動について、提言、助言等を行う。
２ 副支部長は、支部長を補佐する。
３ 支部理事は、支部の事業活動について、提言、

助言等を行う。
４ 支部監事は、支部の事業活動及び財産の状況に

ついて、検査を行う。

第２章 会 員

（会員の構成）
第６条 この会の会員は、公益財団法人日本電信電話

ユーザ協会の目的に賛同する団体又は個人とす
る。

（会費）
第７条 会員は別に定める基準により会費を納入する

ものとする。

（入会及び退会）
第８条 この会に入会するときは、入会申込書を提出

するものとする。
２ この会を退会するときは、退会届を提出する
ものとする。

第３章 支 部 の 運 営

（支部の運営方針）
第９条 本支部は、目的及び事業の範囲において、

理事会が定める経営の基本方針に基づき、地域
に即した事業活動を行う。

（役職と選任）
第10条 本支部に、次の役職を置く。

(1) 支部理事 若干名
(2) 支部監事 若干名

２ 支部理事のうち１人を支部長、若干名を副支部
長とする。

３ 支部理事及び支部監事（以下「支部理事等」と
いう。）は、支部理事会において選任する。

（支部長及び副支部長の選任）
第11条 支部長及び副支部長は、支部理事会において

選任する。

（支部理事等の職務）
第12条 支部長は、支部理事を代表し、支部の事業

活動について、提言、助言等を行う。
２ 副支部長は、支部長を補佐する。
３ 支部理事は、支部の事業活動について、提言、

助言等を行う。
４ 支部監事は、支部の事業活動及び財産の状況に

ついて、検査を行う。

（ 追 加 ）

（ 削 除 ）

支 部 会 則 （ 変 更 前 ） 支 部 会 則 （ 変 更 後 ）

第４号議案
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（支部理事等の任期）
第13条 支部理事等の任期は2年とする。ただし、再任

を妨げない。
２ 補欠による支部理事等の任期は、前任者の残任

期間とする。
３ 支部理事等は、辞任又は任期満了の場合におい

ても、後任者が就任するまでその職務を行わなけ
ればならない。

（支部理事等の解任）
第14条 支部理事等に支部理事等としてふさわしく

ない行為があったとき、又は、支部理事等とし
て職務の執行に堪えられないときは、支部理事
会の議決により、解任することができる。

（支部顧問）
第15条 本支部に、支部顧問を置くことができる。
２ 支部顧問は、支部理事会において選任する。
３ 支部顧問は、次の職務を行う。

(1) 支部長の相談に応じること
(2) 支部理事会から諮問された事項について意見
を述べること

第４章 支 部 理 事 会

（支部理事会の構成及び機能）
第16条 本支部に、支部理事会を置く。
２ 支部理事会は、支部理事をもって構成する。
３ 支部理事会は、次の事項を議決する。

(1) 本会則で支部理事会の議決事項とされている
事項

(2) その他支部の運営に関する重要事項
４ 支部理事会は、次の事項について、理事会が定

める経営の基本方針の範囲内で、議決することが
できる。
(1) 事業計画及び予算
(2) 事業報告及び決算
(3) その他支部の事業活動に関する重要事項

（支部理事会の招集）
第17条 支部理事会は、支部長が必要と認めたとき、

又は支部理事の３分の１以上、若しくは支部監
事から支部理事会の目的たる事項を示して請求
があったとき、支部長が招集する。

（支部理事等の任期）
第11条 支部理事等の任期は2年とする。ただし、再任

を妨げない。
２ 補欠による支部理事等の任期は、前任者の残任

期間とする。
３ 支部理事等は、辞任又は任期満了の場合におい

ても、後任者が就任するまでその職務を行わなけ
ればならない。

（支部理事等の解任）
第12条 支部理事等に支部理事等としてふさわしく

ない行為があったとき、又は、支部理事等とし
て職務の執行に堪えられないときは、支部理事
会の議決により、解任することができる。

（支部顧問）
第13条 本支部に、支部顧問を置くことができる。

２ 支部顧問は、支部理事会において選任する。
３ 支部顧問は、次の職務を行う。

(1) 支部長の相談に応じること
(2) 支部理事会から諮問された事項について意見

を述べること

第３章 支 部 理 事 会

（支部理事会の構成及び機能）
第14条 本支部に、支部理事会を置く。

２ 支部理事会は、支部理事をもって構成する。
３ 支部理事会は、次の事項を議決する。

(1) 本会則で支部理事会の議決事項とされている
事項

(2) その他支部の運営に関する重要事項
４ 支部理事会は、次の事項について、理事会が定

める経営の基本方針の範囲内で、議決することが
できる。
(1) 事業計画及び予算
(2) 事業報告及び決算
(3) その他支部の事業活動に関する重要事項

（支部理事会の招集）
第15条 支部理事会は、支部長が必要と認めたとき、

又は支部理事の３分の１以上、若しくは支部監
事から支部理事会の目的たる事項を示して請求
があったとき、支部長が招集する。

第４号議案
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支 部 会 則 （ 変 更 前 ） 支 部 会 則 （ 変 更 後 ）



（支部理事会の定足数及び議決）
第18条 支部理事会は、支部理事の過半数の出席がな

ければ開催することができない。
２ 支部理事会の議長は、支部長がこれに当たる。

ただし、支部長が欠席した場合における議長は、
出席した支部理事のなかから互選された者がこれ
に当たる。

３ 支部理事会の議決は、出席した支部理事の過半
数の同意をもって行う。

４ やむを得ない理由のため、支部理事会に出席で
きない支部理事は、あらかじめ通知された事項に
ついてのみ書面又は電磁的記録をもって表決し、
又は、支部理事会に出席する代理人をもって表決
権を行使することができる。

５ 前項の代理人は代理権を証する書面を提出しな
ければならない。

６ 第４項の規定による表決を行った者は出席とみ
なす。

７ 支部長が必要と認めた事項については、書面又は
電磁的記録を持って、支部理事の賛否を徴し、支
部理事会の開催に代えることができる。この場合
においては、回答した支部理事の数をもって出席
者とみなす。

（支部監事の支部理事会出席）
第19条 支部監事は支部理事会に出席して、その職務

に関して意見を述べることができる。

第５章 支 部 の 会 計

（会計）
第20条 本支部の会計は、本協会が定める経理規程に

従い処理する。
２ 本支部の会計年度は、毎年４月１日に始まり

翌年３月31日に終わる。

第６章 支 部 事 務 局

（支部事務局）
第21条 本支部の事務を処理するため支部事務局を

置き次の職員を配置する。
(1) 支部事務局長（地域担当部長）１ 名
(2) 事務職員 若干名

２ 支部事務局長は支部事務を統括する。
３ 事務職員は支部事務局長の命を受け事務を分掌

する。

（支部理事会の定足数及び議決）
第16条 支部理事会は、支部理事の過半数の出席がな

ければ開催することができない。
２ 支部理事会の議長は、支部長がこれに当たる。

ただし、支部長が欠席した場合における議長は、
出席した支部理事のなかから互選された者がこれ
に当たる。

３ 支部理事会の議決は、出席した支部理事の過半
数の同意をもって行う。

４ やむを得ない理由のため、支部理事会に出席で
きない支部理事は、あらかじめ通知された事項に
ついてのみ書面又は電磁的記録をもって表決し、
又は、支部理事会に出席する代理人をもって表決
権を行使することができる。

５ 前項の代理人は代理権を証する書面を提出しな
ければならない。

６ 第４項の規定による表決を行った者は出席とみ
なす。

７ 支部長が必要と認めた事項については、書面又は
電磁的記録を持って、支部理事の賛否を徴し、支
部理事会の開催に代えることができる。この場合
においては、回答した支部理事の数をもって出席
者とみなす。

（支部監事の支部理事会出席）
第17条 支部監事は支部理事会に出席して、その職務

に関して意見を述べることができる。

第４章 支 部 の 会 計

（会計）
第18条 本支部の会計は、本協会が定める経理規程に

従い処理する。
２ 本支部の会計年度は、毎年４月１日に始まり

翌年３月31日に終わる。

第５章 支 部 事 務 局

（支部事務局）
第19条 本支部の事務を処理するため支部事務局を

置き次の職員を配置する。
(1) 支部事務局長（地域担当部長）１ 名
(2) 事務職員 若干名

２ 支部事務局長は支部事務を統括する。
３ 事務職員は支部事務局長の命を受け事務を分掌

する。

第４号議案
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支 部 会 則 （ 変 更 前 ） 支 部 会 則 （ 変 更 後 ）



第７章 支部会則の変更

（支部会則の変更））
第22条 本会則は、定款、規程等の範囲内において、

支部理事会の議決を経て変更することができる。

附 則
本会則は、公益財団法人日本電信電話ユーザ協会の

設立の日から施行する。

第６章 支部会則の変更

（支部会則の変更））
第20条 本会則は、定款、規程等の範囲内において、

支部理事会の議決を経て変更することができる。

附 則
本会則は、公益財団法人日本電信電話ユーザ協会の

設立の日から施行する。

別 表

山口地区協会
防府地区協会
萩地区協会
長門地区協会
下関地区協会
宇部山陽小野田美祢地区協会
周南地区協会
岩国大竹地区協会
柳井大島地区協会

（ 削 除 ）

第４号議案

支 部 会 則 （ 変 更 前 ） 支 部 会 則 （ 変 更 後 ）

会費規程の変更（案）

地区協会の支部統合に伴い、以下のとおり会費規程を変更する。

この規程変更は、2025(令和7)年10月1日からとする。

会 費 規 程

第１条 「山口支部会則」第７条による会費は、この
規程の定めるところによる。

第２条 会費は５，０００円とする。
第３条 会費は年１回払いとし、毎年11月末日までに

納入するものとする。
第４条 年度中途の入会者の会費は、月割計算とし百

円未満の端数は切り捨てるものとする。
第５条 既納会費は、返還しない。
第６条 この規程の改廃は、支部理事会の議決を要す

る。
付 則

この規程は、2025(令和7)年10月1日から実施す
る。

会 費 規 程

第１条 「●●地区協会会則」第７条による会費は、
この規程の定めるところによる。

第２条 会費は５，０００円とする。
第３条 会費は年１回払いとし、毎年５月末日までに

納入するものとする。
第４条 年度中途の入会者の会費は、月割計算とし百

円未満の端数は切り捨てるものとする。
第５条 既納会費は、返還しない。
第６条 この規程の改廃は、総会の議決を要する。
付 則

この規程は、平成２４年７月２日から実施する。

会 費 規 程 （ 変 更 前 ） 会 費 規 程 （ 変 更 後 ）
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